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は、①第 2 期:1971 年に始まる新経済政策（New Economic Policy：NEP）実行時期と②




から、１）首相府（Prime Minister's  Department）への権限集中化  ２）テクノクラー
トの役割の肥大化を見ることになる。 







ることは、第 1 にマレーシアの経済テクノクラートの存在意義が NEP を達成する上で必
要な開発プロジェクト、そしてその総体としての開発計画策定にあったことである。第






るものであり、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。   -1  -
はじめに 
 
  1957 年の独立以降今日まで、 マレーシアの経済テクノクラートが担った役割の変化を
見ると、各政権の開発政策の特徴から大きく６つの時期（５政権のうち、マハティール
政権のみを２つの時期にさらに分割）に区分することができる。その中で、もっとも顕
著な変化は、①第 2 期:1971 年に始まる新経済政策（New Economic Policy：NEP）実行
時期と②第３期：マハティール・モハマド（Mahathir  Mohammad）政権期の前期(1981 年
から 90 年まで)と③第４期：マハティール政権後期（1991 年から～2003 年まで）に見ら
れるといえよう。①の時期には、NEP の２大目標を達成するための方策として、公企業
の設立に代表される政府による直接事業の実施、開発プロジエクトが本格的に実行され














  さらに 1990 年代に入り、 マハティール政権期における経済テクノクラートの影響力の
減退に大きな影響を与えたのは、①マハティール首相のトップダウン方式(特に、1997、





  そこで、本報告で発議のような手順で、議論を進めていくことにする。まず、第 1 章
では、６時期についての開発政策の特徴から経済テクノクラートの役割の変遷を追う。
その大きな変化は、制度の導入と役割の配分→肥大化と微調整→選択的分野への限定、













(1)  経済テクノクラートの役割変化の概観 
 
  まず、 本論文で扱う 「経済テクノクラート」 の範疇を明らかにしておく必要があろう。
マレーシアの現行の公務員制度・行政外交職（Perkhidmayan Tadbir dan Diplomatik）
は、1992 年1 月に導入された新報酬システム（New Remuneration Scheme)の下で、大き
く２区分され、 さらにそれぞれが 2 分類、 合計 4 つのグループに分類される。 すなわち、 
  ①主要職グループ（Premier group/Jawatan Utama Sektor Awam：JUSA） ：大学卒業者
（学位保有者）のうち上位の者 
  ②専門職・管理職グループ：大学卒業保有者のうち下位のグループ 
  ③補助グループ１；カレッジや大学をのぞく高等教育資格保有者と中等教育修了者」 






  表 1 は、独立以降今日に至るまでのマレーシアの開発行政の展開とそれに伴う経済テ
クノクラートの主要な役割を整理したものである。1957 年の独立以降現アブドゥラ・バ
ダゥイ（Abdullah  Badawi）政権までを大きく６つに分けて整理することができる。すな
わち(1)独立から新経済政策（New Economic  Policy:  NEP）導入（1957～1971 年）まで、
(2)NEP 実施前期（1971～1981 年）(3)マハティール政権期前期（1981～1990 年） 、(4)マ








らびにその 5 カ年計画を基礎にした単年度予算の策定と実施、という 2 段階の方法によ
って運営される。開発計画と予算の策定の詳細は次章で触れるが、ここではマレーシア  -3  -
の五カ年計画書が、単なる「プライオリテイ・リスト」ではなく、開発予算という「予
算」に裏打ちされた計画書となっていることを強調しておこう。このことは、首相府の




割が1971 年のNEP 導入以前と導入以降とでは大きく異なることである。 
 
(2)  NEP 導入以前・ラーマン政権期      
 
  この時期は、 独立国家としての経済機構の整備が進められ、 経済テクノクラートが徐々
に旧宗主国であるイギリスや国際機関からのアドバイザーからマラヤ人へと移管（いわ
ゆるMalayanization)された時期である。 
  まず、開発予算の策定機関として、首相府内に EPU の前身である経済計画事務局
（Economic  Planning  Secretariat）が設置された。さらに第２次マラヤ計画が導入され
る1961 年には、 経済計画事務局が現在の EPU と格上げされたほか、 官僚レベルでの開発
計画の決定機関として、新たに国家開発計画委員会（National Development  Planning 
Committee：NDPC）が設置された。さらに経常予算とは独立した開発予算制度が導入され
た。 


















(3)  NEP 前半期；肥大化(ラザク政権期)と調整(フセイン政権期) 
 
  1971 年に導入された NEP は①民族（Ethnic Group）に関わりない貧困世帯の撲滅  -4  -








  ラザク政権期の経済テクノクラートの大きな役割として、ラーマン期の 3 つの役割に
加えて、①開発計画・開発予算の実行ならびに調整  ②NEP 諸目標を達成するための公
企業の新設・経営、および工業調整法に代表される民間企業への許認可行政の実施、③
NEP実行のための経済的条件としての外資導入政策の実施という3つの役割が加わった。  
  開発計画策定の役割に関して特筆すべきことは、NEP の導入時に EPU 局長が初めてマ
レーシア人の手に渡ったことである。Thong Yaw Hong は1971 年から1978 年までの長き
にわたって、EPU 局長を務め、その後大蔵省事務次官に転出した*２。 
  まず、第 1 の大きな役割変化は、開発計画および予算の「実行・調整機能」が首相府
に賦与されたことである。前政権の計画機能に加え、実行ならびに調整が重視され、実
行・調整開発管理局（Implementation Co-ordination and Evaluation Unit：ICEU）が




  第 2 が、NEP 諸目標を達成するための政府の直接事業の展開ならびに市場への介入政
策を実施することである。NEP が掲げた諸目標は、開発プロジェクトとして実行される
ほか、様々な形で政府が市場や民間企業に関与する形で実行されていった。特に、NEP








造業企業）への影響力を NEP の実施を通じて、強めることになった。  第 3 が、外資導
入政策の策定と実施である。そもそも、外資導入政策は、NEP 柱の 1 つである資本所有
再編成目標と密接に関わり合う重要な政策である。その中心的な機関として、EPU、ICU
と同じように首相府に外国投資委員会 （Foreign  Investment  Committee：FIC） が 「監視、
管理」を行うこととした 
  もう 1 点触れておかなければいけないのが、NEP と外資導入政策との関係である。確
かに、 NEP 期以前にも外資奨励は導入されたものの、 NEP 期の外資奨励はより重要な意味  -5  -
を持った。 



















(4)  マハティール政権期:前半と後半 
 
   マハティール政権は「新しい要素（New Element)」と呼ばれる政策手法を次々と導入
し、従来の国家主導型から民間主導型へと軌道修正を進めていった。具体的には 1983
年に相次いで公表された 「マレーシア株式会社政策」 （Malaysian  Incorporated  Policy、






  マハティール政権は、新たに 2 つの新しい役割を経済テクノクラートに賦与したとい
える。1 つは、産業政策の導入と遂行である。もう 1 つが、マレー系企業ならびに経営
者の育成である。 
  前者に関しては、まず第１に、政権前期には政府出資により重工業公社（Heavy 














（ 「アンブレラ方式」 ） は1990 年代初めには通産省の下で自動車産業以外の産業にも適用
された。このほか、首相府ではフランチャイズ方式による起業家の育成政策が採用され
た。 これらの試みは最終的に1995 年、 同省を改組して設立された企業家開発省に移管さ
れた［鳥居［1996］ ］ 。 






(1)  開発計画の策定」メカニズム〔参照：図 1〕 
 







  そこで、1971 年から 1990 年までに関してみておこう。EPU と ICU を中核にして、経済
計画策定ならびに実行に関して官僚僚レベルと閣僚レベルとの２段階で行われる仕組み
になっている。すなわち、官僚レベルでは、策定ならびに実行については、1990 年まで
は一元化されて「国家開発計画委員会（National Development Planning  Committee：
NDPC） 」が担った。一方閣僚レベルでは、ともに首相を頂点とする計画に関する「国家計
画協議会（National  Planning  Council：NPC） 」実施機能に関する国家行動協議会
（National Action Council：NAC）がそれぞれ設置された。     
NPC と NAC はともに首相を議長とする閣僚レベルの意志決定機関であり、官僚レベルの
意志決定機関は計画策定・調整の２つの機能に関しNDPC に一元化されていた。 
さらにマハティール政権・後期には ICU を軸とする「開発プロジェクト」の実行と調整
メカニズムの強化を目的とした制度改革が行われた。まず、実行・調整過程における官  -7  -
僚レベルにおける機関として新たに国家開発作業委員会(National  Development  Working 
Committee：NDWC)」が新設された。この機能は従来、経済策定決定機関である NDPC に委
ねられていたものある。このほかにも閣僚レベルにおける決定機関である NAC は新たに
国家開発協議会（National  Development  Council：NDC）へと変更されたほか、新たに
閣僚開発委員会（Ministerial  Development  Committee：MDC）が設立された。この結果、
計画策定、実施過程それぞれに、閣僚レベルと官僚レベルの２段階の決定機関が整備さ
れたことになる。 
  次に重要な点は、開発計画・予算がどのようにして EPU によってコントロールされて
いるかという点であろう。開発計画の策定過程の大きな流れを整理すると次のようにな
る。 
  ①EPU が事務局となり、大蔵省、中央銀行の高級官僚レベルによって、計画の対象期
間５年間の歳入予測を行い、それをシーリングとして各省庁に対する配分を決定す
る作業が行われる。 




  ③これらのプロポーザルは EPU 局長が議長を務める省庁間計画グループ（Inter 
Agencies  Planning  Group:：IAPG ）に送られ、枠組みが EPU に送られ、今度は第１
次ドラフトとしてNDPC へ送られる。 
  ④NDPC で作成されたドラフトは首相が議長を務める NPC に送られる。 閣議で最終的な
了承がなされた後に、議会に上程される。 
 




が行われ、五カ年計画の 3 年目、 「五カ年計画中間報告者」が作成される。この際に、経
済状況などの外部環境に応じて見直し作業が行われることになる。 
  単年度予算は、EPU が中核になって策定された開発計画の「開発予算」部分と「経常
予算」とを組み合わせて大蔵省が中心となって策定される。 
  第２は、 この産業分野別配分に関してEPUが事務局となって策定され、 最終的にはNDPC
傘下の部会・概算委員会で官僚レベルの決定が行われることである。 
 










いることである。 190 年の新 EPF 法の成立まで、 同機関の総投資額の 80%を政府債に投資
することが義務づけられていた。この機関を通じて、政府は容易に資金調達に成功して
いる。 





  マレーシア政府は、いわば２つ「お財布」 ：強制積立年金基金（EPF） と国営石油公社
〔ペトロナス〕を活用していたと表現できよう。 
 


















話会議」の導入である（1988 年） 。 
加えて、1997 年の経済危機に襲われる前までの時点で、特に工業部門では中央レベルに
おける政策調整機関にまで、民間代表が参加する協議組織を作り上げた（図１参照） 。こ
の結果、華人、インド人経済界は NF に加盟する各政党（MCA や MIC）を経由することな
く、政策策定過程や調整過程に参加することが制度上保証されることになった。 
   -9  -
３．経済テクノクラートの特徴；マハティール政権期 
  
  マレーシアの官僚制に関する研究は、1980 年代まで（マハティール政権以前）を対象
とした M.プトゥチェリー （M.Puthcheary） の研究成果以降、 行われていない。 近年唯一、
ノーマ・マンソール（Norma Mansor）らによる研究成果『マレーシアの官僚制』が刊行
されているのみである。特にマハティール政権になって以降、官僚を対象とする
Official Secret Act の施行などにより、当事者からの聞き取りや基礎資料などに外部





  なお、官僚を採用する制度上の用件は、第 1 に、特別な事由によって人事院の許可を
得ない限り『マレーシア市民権を有するもの』とされている。第 2 の用件は、連邦憲法
の規定からマレー人と非マレー人の比率は、 ４対 1 とすることが求められている （Norma
［2003:96］) 。 
 
(1)  大蔵省事務次官(参照：表１および２)： 
  官僚の任命時期や任期は一定ではなく、表からもわかるように、フセイン政権をマハ
ティール政権をまたがって、在任したものもいる。対象は７人。 
  ①在任期間： 





  ②就任時の年齢： 




  ③教育歴： 
    前述したとおり、このポストは主要職グループ（Premier group/jawatan Utama 
Sektor  Awam）に区分され、大学卒業者以上（学位保有者）とされている。基本的にマ
ラヤ大学で経済学を修め、卒業し、海外で修士号の取得するケースが多い。博士号取
得者は２名のみであった（うち 1 名は博士号取得大学名不明） 。 
    1970 年以降、マレーシア国民大学などマラヤ大学以外の国立大学が設立された。ノ
ーマらの研究結果によれば、 １995 年に人事院が行った採用試験の結果、 最終的に 「主
要職グループ」として 200 人のうち、マラヤ大学が 58 人［29％］と首位の座を占めて  - 10 -
いるものの、そのほかにマレーシア国民大学 37 人（19%） 、マレーシア北大学 25 人





    判明した 7 名のうち 6 名の分が EPU の局長を経た後に、事務次官に就任、残りの半
分が大蔵省の「政策部門」の副事務次官を経て就任している。また、近年では大蔵省
からの「内部昇進」が多いことも判明した。 





その人的ネットワークが形成されていくことが推測される。         
 
(2)  首相府経済局局長(参照：表 3)： 
  対象者はマハティール政権期発足に先立ち、経済局長に就任した人物を含め８名であ
る。 
  ①在任期間： 






    なお、前述した Thong  Yaw  Hong もまた例外的に 1971 年から1978 年まで7 年あまり
にわたり、新経済政策の前期にこの地位を長期にわたって占めている。 
   
  ②就任時の年齢： 
    いずれも４0 歳代末からの 50 歳代はじめの就任であり、 基本的に大蔵省事務次官よ
りも若く、また先に見たように事務次官就任前に局長となるケースがみられる。 
  
  ③教育歴： 
    これも事務次官と同じく、基本的にマラヤ大学卒業者であり、経済学を習得してい
る。近年に多い事例としては修士号の取得(アメリカ)であろう。また、博士号の取得
者は確認されなかった。 
     




世界銀行が実施した「東アジアの教訓（Lessons  of  East  Asia） 」プロジェクト国別
報告書において、マレーシアの経済成長に関して２つの要因が指摘されている（Ismail 







  第１に、まずマレーシアという国が「小規模」な国家であること。 
  第２に、開発計画を実行する上で、首相府に策定機能としての EPU、実行・調整機能
としてのＩＣＵを設置し、計画と実施に関する権限を集中させたこと。さらにまた、5
カ年計画（開発計画）を傘とする開発予算は 5 カ年計画の策定を担う EPU と単年度レベ
ルで開発予算をコントロールする大蔵省という２つの次元でコントロールが可能になっ
た。 
  第３に、 開発予算の財源としての国内借り入れ分を EPF による国債の 「強制引き受け」
によって調達可能としたこと。 



















に伴う肥大化・権限の強化に加え、マハティール期においては、ダウンサイジングとい  - 12 -
う大きな変化の波を被った。しかし、NEP 導入以降一貫していえることは、第 1 にマレ
ーシアの経済テクノクラートの存在意義が NEP を達成する上で必要な開発プロジェクト、











*2 マレー人優遇を基本的性格に有する NEP の導入期に非マレー人である華人官僚がそ
の中心的な地位を占めたことは、NEP 期の経済テクノクラートと政治の関係を考え
る上できわめて興味深い事実である。なお、NEP 導入当たって、Thong が果たした
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No. 民族・性別 任期 保有タイ
トル
出生年














































































-2000 Dato' 不明 不明 不明 不明 不明 不明
8
Malay/Mal
e
? Datuk 1947
（？）
不明 Economics
，University
of Malaya
Business
Administrati
on, Cornell
University
なし 不明
（Source)鳥居作成。
表３　首相府経済局局長経験者の属性
 